
東京都千代田区丸の内三丁目４番２号

三菱製紙株式会社
取締役社長　佐 藤　　健

科        目 金        額 科        目 金        額

百万円 百万円
（資  産  の  部） （負  債  の  部）

 流   動   資   産 ５９，４３５  流   動   負   債 １１９，４３０

現 金 及 び 預 金 ２，２３２ 支 払 手 形 １，００５

受 取 手 形 ３３９ 買 掛 金 ２２，１４７

売 掛 金 ３０，０７３ 一 年 内 償 還 社 債 １０，０００

製 品 商 品 １２，８３８ 短 期 借 入 金 ６０，１１８

原 材 料 ２，３３１ コマーシャル･ペーパー １０，０００

仕 掛 品 ４，３６０ 未 払 金 ２，４８８

貯 蔵 品 １，７２７ 未 払 費 用 １２，６９７

前 渡 金 ７２６ 未 払 法 人 税 等 ２５０

前 払 費 用 ２６７ 未 払 消 費 税 等 ３７５

未 収 入 金 １，５２７ 預 り 金 １６２

短 期 貸 付 金 １，５３２ そ の 他 １８３

繰 延 税 金 資 産 １，４２２  固   定   負   債 ５９，９５９

そ の 他 ６０ 社 債 １０，０００

貸 倒 引 当 金 △ ３ 長 期 借 入 金 ３８，７０３

 固   定   資   産 １７５，５０３ 長 期 未 払 金 １，８６５

有 形 固 定 資 産 １１４，８３６ 退 職 給 付 引 当 金 ８，７７４

建 物 ３０，９４０ 役員退職慰労引当金 ５３４

構 築 物 ４，７２２ そ の 他 ８０

機 械 及 び 装 置 ５８，０３９ 負    債    合    計 １７９，３８９

車 両 及 び 運 搬 具 ２７ （資  本  の  部）

工具･器具及び備品 ６７６  資      本      金 ３０，８６５

土 地 １９，３５３ ３０，８６５

植 林 ５３９  資  本  剰  余  金 ３１，７１１

建 設 仮 勘 定 ５３７ ３１，７１１

無 形 固 定 資 産 ２，３７１ ０

施 設 利 用 権 ０ 自 己 株 式 処 分 差 益 ０

ソ フ ト ウ ェ ア ２，３３７  利  益  剰  余  金 △ １３，９１９

そ の 他 ３２ ５，１００

投 資 そ の 他 の 資 産 ５８，２９５ ６，８２９

投 資 有 価 証 券 ４１，０６５
海外投資等損失準備

金
２６

子 会 社 株 式 ３，９２７ 特 別 償 却 準 備 金 ８

子 会 社 出 資 金 ９，０１０ 固定資産圧縮積立金 ４，０９４

長 期 貸 付 金 ２３４ 別 途 積 立 金 ２，７００

長 期 前 払 費 用 １１５ ２５，８５０

繰 延 税 金 資 産 １，５７１  株 式 等 評 価 差 額 金 ６，９５７

そ の 他 ２，４４３ ６，９５７

貸 倒 引 当 金 △ ７３  自   己   株   式 △ ６５

△ ６５

資    本    合    計 ５５，５４９

資    産    合    計 ２３４，９３８ 負 債 及 び 資 本 合 計 ２３４，９３８

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

当 期 未 処 理 損 失

第１４０期　　決　算　公　告

貸 借 対 照 表（平成１７年３月３１日現在）

資 本 金

資 本 準 備 金



損　益　計　算　書

自  平成１６年４月１日　
至  平成１７年３月３１日

摘          要 金                       額
百万円    百万円   

（経 常 損 益 の 部）

 営  業  損  益  の  部

営    業    収    益 １５７，３７０　　　

売 上 高 １５７，３７０　　　

営    業    費    用 １５６，２０２　　　

売 上 原 価 １２７，４８０　　　

販売費及び一般管理費 ２８，７２２　　　

営   業   利  益 １，１６８　　　

 営 業 外 損 益 の 部

営  業  外  収  益 １，８７５　　　

受取利 息及 び配 当金 ６６１　　　

雑 収 入 １，２１３　　　

営  業  外  費  用 ３，０１０　　　

支 払 利 息 １，８８４　　　

雑 損 失 １，１２６　　　

 経   常   利   益 ３２　　　

（特 別 損 益 の 部）

 特   別   利   益 ３，３８１　　　

固 定 資 産 処 分 益 ３１５　　　

投資有 価証 券売 却益 ２，５５３　　　

その他 投資 等処 分益 ４６　　　

国 庫 補 助 金 ４６６　　　

 特   別   損   失 ３１，２９７　　　

固 定 資 産 処 分 損 ６８８　　　

投資有 価証 券評 価損 ３６６　　　

子 会 社 株 式 評 価 損 ５７５　　　

その他 投資 等評 価損 ９８　　　

関 係 会 社 整 理 損 ４４　　　

災 害 損 失 ４５　　　

工場再 編成 関連 損失 １，１４９　　　

事業再 編成 関連 損失 ２８，３２８　　　

 税 引 前 当 期 純 損 失 ２７，８８３　　　

 法人税・住民税及び事業税 ３２　　　

 法 人 税 等 調 整 額 △ ２，０３４　　　

 当 期 純 損 失 ２５，８８１　　　

 前  期  繰  越  利　益 ３１　　　

 当 期 未 処 理 損 失 ２５，８５０　　　



貸借対照表及び損益計算書についての注記 
 
１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
２．貸借対照表及び損益計算書の作成に関する重要な会計方針 
(1) 子会社株式及び関連会社株式の評価は、移動平均法による原価法によっております。その他有価証券の
評価は、時価のあるものについては期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法によ
っております。 
(2) 棚卸資産の評価は、製品商品・仕掛品については総平均法による原価法、原材料・貯蔵品については移
動平均法による原価法によっております。 
(3) 有形固定資産の減価償却方法は、定額法によっております。ただし、建物以外の本社、研究所その他一
部の有形固定資産については、定率法によっております。なお、有形固定資産の減価償却累計額は247,375
百万円であります。 
(4) 貸倒引当金は、期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。 
(5) 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき計上しております。なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（15年）による定額法により費用処理し、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により翌期から費用処理することとしております。 
(6) 役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規による期末要支給額を計上してお
ります。なお、役員退職慰労引当金は商法施行規則第43条に規定する引当金であります。 
(7) 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 
３．子会社に対する金銭債権、金銭債務及び子会社との間の取引高 
(1) 短期金銭債権                 23,954百万円 
(2) 長期金銭債権                  394百万円 
(3) 短期金銭債務                 16,295百万円 
(4) 売上高                   123,356百万円 
(5) 仕入高                    19,510百万円 
(6) 営業取引以外の取引高             1,873百万円 
４．担保に提供している資産 
有形固定資産                  77,177百万円 

５．保証債務等 
保証債務額                  29,823百万円 

６．商法施行規則第92条に規定する差額       19,085百万円 
７．商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額  6,957百万円 
８．１株当たりの当期純損失              79円46銭 
９．特別損失「事業再編成関連損失」の主なものは、北上工場の会社分割に伴う同工場に係る資産評価損24,475
百万円、特別退職金等の希望退職に係る費用1,721百万円などであります。 

10．退職一時金制度及び適格退職年金制度について、退職給付信託における年金資産控除前退職給付引当金残
高は、それぞれ12,377百万円及び5,504百万円、それと相殺表示されている退職給付信託における年金資産
額は、それぞれ6,331百万円及び2,775百万円、並びに純額表示されている貸借対照表の退職給付引当金残
高は、それぞれ6,045百万円及び2,729百万円であります。 


